
第１回国土交通省成長戦略会議 

平成２１年１０月２６日 

 

 

【中原政策官】  それでは、定刻も過ぎておりますので、ただいまより第１回国土交通

省成長戦略会議を開催させていただきます。 

 皆様方には、足元のお悪い中、大変お忙しいところお集まりいただきまして、まことに

ありがとうございます。私は座長に議事をお願いするまでの間、議事の進行を務めさせて

いただきます国交省の政務三役政策審議室の中原と申します。よろしくお願いいたします。 

 それではまず、お手元の資料を確認させていただきたいと存じます。議事次第、配席図

のほか、資料１から５までございますでしょうか。もし配付漏れございましたら手を挙げ

ていただければ事務局より足りない部分を差し上げます。 

 また本会議の議事につきましては報道関係者に限り公開とした上で、本日はそういうふ

うな取り扱いとしておりまして、議事録については内容について委員の皆様方にご確認い

ただいた後、発言者氏名を除いて会議資料とともに国交省のホームページにおいて公開す

ることとなっておりますのであらかじめご了承ください。 

 それでは、まず初めに前原国土交通大臣よりごあいさつをいただきたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

【前原大臣】  皆さん、今日はお忙しい中、また、わざわざこうやってお足元の悪い中、

集まっていただきましてありがとうございます。まずは心から御礼申し上げます。ありが

とうございます。お忙しい方々ばかり、また各界で著名な皆さん方ばかりこうやって集ま

っていただきましてほんとうにうれしく思っております。 

 私は大臣就任をしたときに、職員の方々の前でこういったごあいさつをいたしました。

人口は減っていく、少子・長寿化が進んでいく、莫大な長期債務を抱えるといった中で、

公共事業を守るということがこれから我々の使命ではない。もちろん必要な公共事業はや

っていかなくてはなりませんけれども、必要な公共事業を絞り込んでいく、抑制していく

ということが大事だと私は考えております。しかし、この国土交通省所管の産業分野とい

うのはまだまだ成長余力を持った分野というのはたくさんありますし、これを伸ばしてこ

そ日本の国家の基盤というものがしっかり確立し、回り回ってそれが国富につながってい

く、国の発展につながっていくと確信をしているところでございます。皆さん方には観光、
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港湾の競争力強化、オープンスカイ、そしてゼネコンあるいは新幹線といった運輸産業の

国際展開、まずはそういったところで日本の成長戦略に資するご提言をいただき、そして

それをしっかりと政策・予算に反映をさせていきたいと、このように考えております。 

 後ほどタイムスケジュールをご確認いただくことになるわけではございますけれども、

できるだけ皆さん方にはお集まりをいただきまして、自由闊達なご議論の中で話をまとめ

ていただき、それを政策・予算に反映をさせていくということをお約束させていただきた

いと思っております。まさにこの会議がこれから国交省の成長戦略のかぎになるという思

いで、ぜひ皆さん方にはご意見、また様々な思いというものをご開陳いただければありが

たいと思っております。 

 私のお願いで、座長は長谷川さんにお願いさせていただきました。長谷川さん、よろし

くお願い申し上げます。また、座長代理は御立さんにお願いをさせていただくことになっ

ております。今日はお２人からご意見を賜るということでございますけれども、それぞれ

専門分野で貴重な、すばらしいご意見を持った方々ばかりでございますので、当面は皆さ

ん方から思いをぶつけていただきまして、そしてフリーディスカッションの中でこの４分

野についての具体的な提案をまとめていただくということでお力添えを賜りますように心

からお願いを申し上げ、ごあいさついたします。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【中原政策官】  ありがとうございました。 

 それでは続きまして本日は初めての会合でもございますので、ご出席の委員の皆様方の

ご紹介をさせていただきたいと思います。配席順にご紹介させていただきますのでよろし

くお願いします。 

 まず大上二三雄委員でございます。 

【大上委員】  大上です。よろしくお願いします。 

【中原政策官】  大江匡委員です。 

【大江委員】  大江でございます。よろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  大社充委員。 

【大社委員】  大社でございます。よろしくお願いします。 

【中原政策官】  坂村健委員。 

【坂村委員】  坂村です。 

【中原政策官】  長谷川閑史委員。 

【長谷川座長】  長谷川でございます。よろしくお願いします。 
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【中原政策官】  御立尚資委員。 

【御立座長代理】  御立でございます。よろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  髙木敦委員。 

【髙木委員】  髙木でございます。よろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  中条潮委員。 

【中条委員】  中条でございます。よろしくお願いします。 

【中原政策官】  平田オリザ委員。 

【平田委員】  平田です。よろしくお願いします。 

【中原政策官】  星野佳路委員。 

【星野委員】  よろしくお願いします。 

【中原政策官】  柳川範之委員。 

【柳川委員】  柳川でございます。よろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  続きまして国土交通省側ですけれども、先ほど大臣はごあいさついた

だきましたので副大臣、政務官を紹介させていただきます。 

 馬淵澄夫副大臣です。 

【馬淵副大臣】  馬淵でございます。よろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  辻元清美副大臣です。 

【辻元副大臣】  辻元です。どうぞよろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  長安豊政務官。 

【長安政務官】  長安でございます。よろしくお願いいたします。 

【中原政策官】  三日月大造政務官。 

【三日月政務官】  三日月です。よろしくお願いします。 

【中原政策官】  藤本祐司政務官。 

【藤本政務官】  藤本でございます。よろしくお願いします。 

【中原政策官】  また先ほど大臣からもご紹介ございましたように本会議の座長につい

ては長谷川委員に、座長代理については御立委員にそれぞれお願いしたいと存じますので

よろしくお願いいたします。 

 それでは以降の議事進行につきましては、長谷川座長にお願いしたいと存じます。長谷

川さんよろしくお願いいたします。 

【長谷川座長】  はい。それでは座長を仰せつかりました私、長谷川から以降の議事進
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行をさせていただきたいと存じます。委員の皆さんのメンバーのレジュメを拝見いたしま

して、皆さんそれぞれの専門分野で知識と経験をお持ちの方ばかりで、大臣が私をなぜ座

長に選ばれたかということをつらつら考えましたら、国交省所管事業には全く素人であっ

て、おそらく聞き役・調整役に徹するのではないかということと、多分私が年齢の上でも

一番上だということだろうと思うわけであります。 

 先ほど司会からご案内がありましたように、本日は第１回目ということで私と御立座長

代理からプレゼンテーションをさせていただくことになっております。それぞれ３０分の

予定ということでございますが、できるだけはしょって後のディスカッションの時間を設

けるようにできればしたいと思います。 

 それでは、まず私のほうから早速始めさせていただきたいと思いますが、お手元に「日

本の成長戦略」という形で一応プレゼンマテリアルをお配りしてあると思いますから、こ

れをごらんいただきたいと思います。国交省というよりは、私の日本の現状に対する思い

をざっと書いておりますので、それを説明させていただきたいと思います。 

 まず、日本の繁栄を持続させるためには何をしなければいけないかということから説き

起こしてまいりたいと思います。国家の存在感あるいは影響力というのはどういう要素で

決まっているかということを考えてみますと、おそらくは経済力、軍事力、そしてそれら

を背景とした政治力・外交力、さらには文化力といったものが大きな要素として挙げられ

るのではないかと考える次第であります。 

 それぞれの要素につきまして簡単に振り返ってみますと、経済力におきましては、確か

に日本はかつて９０年代の初めには世界で１人当たりのＧＤＰも２位になり、国としての

世界のＧＤＰに占める割合はほぼ２０％ぐらいでした。そういう状況まで行ったわけでご

ざいますが、その後バブルの崩壊とともに苦闘の１０年あるいはそれ以降の調整期間を経

て、２００７年には世界のＧＤＰに占める割合は１０％弱で、１人当たりでは世界１９位

にまで低下しています。ついこの間の新聞ではイタリアにも抜かれたと書いてありました

が、これは為替のエクスチェンジレートにもよるわけでありますけれども、この長期低落

傾向が続いているということは間違いないわけであります。 

 一方で次の要素であります軍事力について見ますと、ＧＤＰの１％という制約はあって

も、世界有数の軍事費投下国であります。５兆円に近い金額というのは世界の中では１国

としては相当な金額であることは間違いありませんが、過去の歴史的な経緯でありますと

か、日本国憲法の制約、あるいは非核三原則もありますし、また日本人の現実のメンタリ
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ティーからいっても、これで存在感を発揮するというのは非現実的でもありましょう。 

 政治力・外交力につきましては政治家の諸先生を前にして申し上げるのはまことに恐縮

ではございますが、諸外国との交渉経験の不足や日本民族が島嶼国ではぐくまれたいう背

景から残念ながら華々しい外交による成果を上げたことがあまり歴史上もこれまではなか

ったと言わざるを得ないので、今後民主党政権になって画期的に変わることを期待したい

とは思いますけれども、それでもそれが一朝一夕に変わるというふうにはなかなか期待し

がたい。 

 文化力というのは、これはサブカルチャーの部分とそれから本来の歴史的文化の伝播力

と両方あります。この部分については日本は相当良い影響力を発信してはいると思います

けれども、これは本来のメーンストリームの存在力あるいは影響力という点ではなかなか

本流になり得ない。 

 そういった分析の中で日本が繁栄を維持するために何をするかというと、やっぱり経済

力の復興・強化というのが一番理屈にかなったアプローチではないかと考えます。国家の

戦略としてそういうふうに考えるわけでありますが、じゃあ、経済力の復興・強化をする

ときにどういうフォーカス、考え方でやるべきかを考えましたときに、今は内需主導の成

長ということが盛んに言われておりますが、私の考えではこれからの国内の成長は量的成

長よりも質的成長を目指すべきではないかと考えます。これは冒頭に大臣がおっしゃいま

したように、少子・長寿化という状況の中で生産性を飛躍的に高めるとしても全体の成長

を少子・長寿化の中で遂げていくことは極めて困難であります。したがって、私の考えで

は国内の成長は質的成長にフォーカスし、量的成長は成長している市場に出ていってその

パイを勝ち取ってくる戦略のほうが妥当ではないかと思います。 

 では次のページをお願いいたします。これ鳩山総理の所信表明演説を盗み見たわけでも

何でもありませんが、今日の所信表明演説で「岐路に立つ日本」ということをおっしゃっ

ていました。このままで行けば国家の均衡ある衰退に向かうけれども、今ならまだ間に合

うと所信表明演説でもおっしゃっておりましたが、日本は今こういうさまざまな問題に直

面しております。したがいまして、今こそ国家のビジョンというものを明確にし、それに

至る戦略というものを明確にしないと間に合わない。総理あるいは政治家の皆さんだけで

はなくて、ビジネスの世界におる者もひとしくそういう危機感を持っているわけでありま

す。 

 次、お願いいたします。私が考える２０年後の市場・経済活動のあるべき姿をビジョン
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として考えられる項目として例示していますが、具体的には社会の様相であるとか市場の

あり方でありますとか、いろいろなカテゴリーに分けて考えてみると、ここに挙げられる

ようなことが国家のビジョンの一例として考えられるのではないかなと思います。 

 タイムスパンも２０年後ぐらいというのが、皆さんの視野の中では具体的にイメージと

して描けるぎりぎりのスパンかなと思います。それ以上、例えば５０年後となりますとも

う我々の問題ではないと考えがちでありますから、一応私なりには２０年後にこうありた

い、あるべきである、そういった意味で考えてみたわけであります。これらを実現するた

めの成長戦略が必要だということであります。 

 ５ページ目をお願いいたします。翻って日本経済の現状ですが、冒頭申し上げましたよ

うにＧＤＰのシェアは長期低落傾向にあります。またＧＤＰの成長率も底をはっておりま

す。一方で今回のリーマンショックのダメージを一番大きく受けたのは日本の経済であり

ます。２０００年代に入って初めごろは１０％強であった、ＧＤＰに占める輸出依存率が

１６％ぐらいに伸長しており、その輸出に依存し過ぎたからであるということが一部では

言われております。確かにそういう部分はあるでしょうが、輸出で日本以上にＧＤＰを稼

いでいる国は幾らでもあるわけであります。アジアの中で見ても、たしか数週間前の『日

経ビジネス』の別冊付録にインドの方が、アジアでインドよりＧＤＰに占める輸出比率が

低いのは今や日本だけになったということを書いておられましたが、おそらくそういった

意味では日本は決してＧＤＰの中での比率は高いとは言えない。もちろんシンガポールや

あるいはタイ、そういった途上国あるいは国力の小さな国については輸出に頼らざるを得

ない。日本のように１億２,７００万人ぐらいのサイズのマーケットがあれば内需で成長で

きるということも成り立たないわけではありますが、それはやはり人口が増えていて初め

て可能なセオリーではないかと思います。だから私は 1つの見方ではありますけれども、

輸出比率は決して高くないけれども、これだけのダメージを受けたのは結局先進国の中流

富裕層を対象とした耐久消費財に偏った輸出を行っていたからで、そこの部分は経済ショ

ックあるいは大不況になりますと消費者が最も最初に買い控えをする部分であります。食

料品でありますとかそういうものであれば減すにも限度がありますが、テレビや自動車そ

ういったものであれば買わなくても済むし、買いかえなくて済む。そういったところも 1

つ大きな要因ではないかと考えます。 

 したがいまして私の会社も含めてでありますけれども、短期の効率性を追求し過ぎたが

ために将来のための投資のバランスが少し欠けていた傾向があるのではないかなというの
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が１つの問題提起であります。 

 さて、６ページでございますが、じゃあ具体的にどういうことを例示的に意味している

かを申し上げますと、停滞する経済から成長経済に転換するために求められるのは、先ほ

ど来申しておりますようにバランスの取れた量的成長戦略と質的成長戦略の実行ではない

かと思います。その前提条件といたしましては、ここに５つほど挙げておりますが、まず

は１つは視点の転換というのが要るのではないか。日本人は部分最適は大得意であります。

これは都市計画であろうが、それから会社の中での仕事の進め方であろうが、すべての点

で部分最適は大変得意でありますけれども、それを全体最適にうまく融合させ、仕立て上

げることは必ずしも得意ではありません。あるいは個人益、団体益、産業益、省益、そう

いったものをほんとうに国益の観点からうまく収れんしていくということについても決し

て得意ではありません。そういった別の言葉で言いますと、グランドデザインが不得手な

国民性が、ある意味では個人レベルでも会社レベルでも都市レベルでも国家レベルでも、

いわゆる合成の誤謬というのを生んでいるのではないかというのが、私の考えであります。 

 例としてここに挙げましたｉＰｏｄでありますとか、あるいは調和のとれた美しさと利

便性に欠ける都市計画、あるいは個別的にテーマごとに行い暗礁に乗り上げる外交交渉、

こういったものも挙げられるでありましょう。今、盛んに電気自動車が喧伝をされており

ますが、その電気自動車のエネルギー源になるリチウムイオン電池の世界のトップ１０メ

ーカーを見てみますと８社ぐらいは日本であります。したがって日本が早くイニシアチブ

をとっていわゆるグローバルのデファクトスタンダードをつくらないと、結局マーケット

の力があるところがそれを設定してしまう。その場合には自分の都合のいいように設定し

てしまう。そのマーケットの力があるところはどこかというと、今は中国であります。こ

れを早くやらないと、国際柔道連盟でルールを勝手に変えられて国技である柔道が苦戦を

したり、あるいはスキーのルールが変えられて日本の選手が苦戦をしたりと、そういった

問題が具体例としては一番わかりやすいわけでありますけれども、産業の分野あるいは国

益を守るという観点から大きなマイナスとなり得ます。こういった点は政治・官そして産

業が協力をしてほんとうにグローバルのデファクトスタンダードをつくり、それを貫き通

すということを真剣に考えないといけないと思います。 

 それから国際競争力確保と国民へのサービス提供のバランスに基づいた選択と集中とい

うことをやらないといけない。これは今、前原大臣がご就任されて以来それを今大きくそ

ちらにかじをとっておられます。国交省の管轄でありますし、民主党全体としても今、「コ
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ンクリートから人へ」、これは「ハードからソフトへ」と言いかえてもいいと思いますが、

そういうキャッチフレーズ、コンセプトのもとに大きくかじを切ろうとしておられる部分

とも合致をすると思います。 

 それから日本の得意な、特に産業分野で実績を示しております生産性・効率性の追求、

これを企業のみならず社会のあらゆるシステムに適用することです。ということは行政シ

ステムやそういうものが必ずしも適用されていないサービス産業へも徹底的に適用し活用

していくということを考えなければいけないと思います。 

 それから、４番目は情報の非対称性の解消でありますけれども、これも新政権が１つの

約束事として国民に約束をしておられますし、鳩山総理の今日の所信表明演説にも明確に

述べておられましたので、これを進めることによってほんとうに総合力を結集するという

前提が整うと思います。 

 それともう１つはイノベーションの継続ということでありますけれども、猛追する中国、

韓国等、新興国企業の常に半歩先、一歩先を行くイノベーションを維持することによって

優位性を維持し、特に中でも日本が得意とする製造業あるいは環境対応技術の革新を、今

後も先頭を切ってやっていく必要があります。今から４０年前、５０年前を見ますと日本

も１９５５年から７３年までは高い成長率が続きましたが、途上国から成熟国にテークオ

フをするときにはどの国もそういうプロセスをとるわけでありますし、中国も今まさにそ

の過程にあるわけであります。当時日本がアメリカを追いかけたようにそれらの国々が技

術の先進国である日本を追いかけ追いつき追い越そうとするのは当たり前でありますれど

も、常にやっぱりその半歩先、一歩先を行くということを、これもまた政・官・財が協力

してやっていかないと日本の繁栄は維持できないと思います。 

 量的成長については、ここに挙げましたように海外で成長するためにはＭ＆Ａの積極的

な活用とか、大臣もおっしゃっておられる日本のすぐれた技術や製品の官民一体となった

プロモーションとか、今申し上げましたようなイノベーションの継続、といったことをや

らなければいけないでしょうし、国内の質的成長をやるためにはここに書いたようなこと

をやっていかないといけないと思います。 

 詳細をその以下のページに述べておりますので要点だけをかいつまんで申し上げたいと

思いますが、７ページ目。企業・産業人としては一番やらなければいけないのは、国内で

の過当競争体質による経営体力の消耗から早く抜け出していわゆる体力を整え、ほんとう

の競争相手がいる海外での勝負ができるような体制を整えていくことです。日本人は企業
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もあるいは個人も、大変はばかりながら政治家の皆さんも極めてこれまで内向きでありま

して、国内のことしか見ておられません。しかし今のグローバル化の時代には日本はもう

東洋の離れ小島ではありません。もう自分たちがいかにそういうふうに考えようと、グロ

ーバル化はこちらから行かなくても向こうからいや応なく押し寄せてくるわけであります

ので、すべてのものの見方をグローバルという観点から見て、大臣もおっしゃいましたよ

うに、その中でどうやって成長していくんだ、あるいは競争力を高めていくんだという観

点からすべてを、物事を発想しないと、これからはうまくいかないと思いますし、仮にう

まくいったとしてもそれは短期的なあだ花的なものにしかすぎないと感じます。 

 ２番目は成長している新興国市場におけるパイの獲得のためでありますけれども、これ

はそれぞれが皆苦労しているところでありますが、やはり新興国には新興国に合った製品、

コスト、マーケティングのやり方があります。しかしながら先ほど申しましたように、我

が社も含めてやはり先進成熟国での中間層・富裕層を対象にしたビジネスというのが非常

にこれまで順調に来ておりました。２０００年代の初め５年間ぐらいはかつて経験したこ

とのない世界同時好況というのがありましたが、それが一転して不況になったわけであり

ますけれども、そういったことにどうも少し甘えていて将来を見越す力がなかった。ある

いは先見性のある手が打てていなかったということは反省をして、早急に変えていかなけ

ればいけないと思います。 

 それから日本のすぐれた技術・製品の官民一体となったプロモーションということでは

大臣もおっしゃいましたような、例えば新幹線、あるいは原子力発電、地下鉄システム、

それから水の浄化あるいは再利用システム、野菜工場といったものを積極的に売り込んで

いく必要があると思いますし、先進国であれば大臣が海外へ出張の際には、その国で自分

の国に投資している企業を訪問し、もっと何か投資を促進できるためにできることはあり

ませんかと聞くことも必要でしょう。ついこの間もイギリスの科学技術・イノベーション

担当大臣が来られて、イギリス大使館での夕食会に私も呼ばれましたが、常にそういうこ

とをおっしゃるわけですよね。日本の大臣の方が海外に行かれてそういうことをやってお

られるかというとおそらくほとんどやっておられないと思います。だからその辺において

も、日本の政治の常識は世界の政治の常識と少し離れているということも、よくお考えい

ただいて改善していただければ大変ありがたいと思います。 

 ここで地下鉄システムと申し上げましたが、なぜそういうことを申し上げたかといいま

すと、ある海外からの留学生を支援している団体の人に聞きましたら、日本に初めて来た
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翌日に地下鉄の地図を渡してＡ地点からＢ地点へ行けと言って指示をするとほとんど全員

まず迷いなく到着すると。そんなことができる国は日本しかないと。路線の系統あるいは

駅をアルファベットと数字の組み合わせできちっと表示してありますし、どこの階段を出

ればどの出口に通じるとかそういった全体のシステムが見事にバランスよくできていると

いうことが、その証左であるということを言っておりました。私はニューヨークとかいろ

いろなところで地下鉄に乗りましたけれども、そこまで見ておりませんのでわかりません

が、そういうのも１つの例です。 

 それから金融・資本の問題とか社会・資本の問題は割愛して、次８ページでございます

けれども、内需喚起につながるものにつきましては少子・長寿化に伴う人口減少への対応

はやはり中長期的に見た場合の日本の最大の問題、課題であると思いますし、私としては

今の１億２,７００万人をできれば１億２,０００万あるいは１億１,５００万ぐらいでま

ず底を打ち、それから横ばいもしくは微増ぐらいになるような戦略を今からやられないと

ほんとうに日本は長期低落はなかなかストップできないと思います。そのための対策につ

いてはもう検討は尽きているわけですよね。とにかく実行あるのみ。いろいろやってみて、

それもパイロットケースでやってみて、うまくいったものをモデルケースとして全国に広

げていくことです。そういう柔軟性のあるやり方が必要です。私どもの会社でも新しいこ

とをやろうとすると、すぐに「社長、それでこれだけの投資をしてうまくいかなかったら

どうするんですか」と話が出ますが、「じゃあ九州でやってみたらいいじゃないか」とか、

「じゃあヨーロッパの１国でやってみたらいいじゃないか」とかそういう話をすると、「そ

れではやってみましょうか」という話になりますが、そういった柔軟性のあるやり方を少

し取り入れていただかないと、黒か白かだけでやっていますといつまでも解決がつかない。

今の時代にあってはＡかＢかじゃなくて、ＡもＢもやるという考え方、柔軟な考え方が必

要だと思います。 

 それからセーフティーネットは割愛いたします。 

 それから成熟国家に見合った快適な暮らしを実現する都市政策ということで、政令指定

都市をはじめとする大都市ごとにビジョン、コンセプトに沿った５０～１００年、長すぎ

れば２０～３０年の都市計画が必要です。何もノートルダム寺院をつくったり、あるいは

ケルンの大聖堂をつくった時代ではありませんから１００年、２００年かけて１つの聖堂

を完成しろとは申し上げませんが、ほんとうの都市計画のもと、今の状態を直そうとすれ

ば、やっぱり３０年、５０年はかかるのではないかなと感じるわけであります。 
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 それから地方については、こういった財源と権限を移譲し、その配分について住民の意

思を反映しつつということを書いておりますが、ここで１つだけ逸話を披露しておきたい

と思います。私たまたまアメリカで１０年ほど仕事をしており、シカゴの郊外に住んでお

りました。そのときに感じた住民のいわゆる草の根民主主義というのはこういうものだな

というのを感じた例を幾つか申し上げます。アメリカはそれぞれのタウンシップといいま

すか、町の区割りはわりと小さいですが、そこに住んでいる住民は隣の町に大きなショッ

ピングモールができてもできるだけ自分のところの古いショッピングモールで買いものを

します。自分が買った商品の消費税は自分たちの街に落ちるからできるだけここで買うん

だということです。こういったことを住民が知らされているし、自覚を持っているわけで

すね。私はたまたまその町に住んでいて家主が家を売るから出ていってくれと言われて隣

の町に引っ越したときに、子供が前の学校に行きたいと言うので校長先生に聞いたら、「い

やこの町ではこのジュニアハイスクールの生徒１人に税金１万ドル使っている」と。「だか

らあなたは隣の町からスクールディストリクトはシェアしていますから来てもいいですよ。

ただし１万ドル払ってください」という話をされるわけです。それぞれの町は専任の町会

議員、市会議員はおらず、それぞれの町の名士がボランティアとして夜に集まり、３人と

か５人のシティーボードメンバーが重要事項を協議し、場合によっては町民集会に諮って

決めるというやり方をとっておりまして、相当シカゴの郊外の大きなところでない限り専

任の市長すらいません。そんな形でのいわゆるグラスルーツデモクラシー、草の根民主主

義が存在しています。自分たちの行動が自分たちにはね返っているという自覚がない限り

においては、「もっとお金を下さい、もっとこういうのが必要です」となってしまいます。

そして結果については責任を負わなくていいから、無責任におねだりをするということに

なりかねませんから、ぜひそういう転換を考えていただきたい。 

 それともう一つは申し上げるまでもありませんけれども、地方において職、仕事がない

ということは深刻な事態であり、企業誘致とかそういったことも大事ではありますけれど

も、まずは地方にある産業、それは農業・林業・漁業・観光業でありますけれども、特に

農業・林業・漁業の足腰を強くして、そこで食べていける体制をつくることが必要であり

ます。たまたま菅副総理との朝食会に出させていただいたときに、菅副総理がドイツの黒

い森（シュバルツバルト）に行かれたときの話をしておられました。ドイツの間伐材と日

本の間伐材の違いは、日本は間伐採した木はそこにほったらかしだが、ドイツはすべての

ところで黒い森にちゃんと道がついていて、切った木はその道のところまでちょっとだけ
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出せば、あとは全部それをちゃんと回収してそれを製材にしてあるいは輸出するような手

はずが整っています。そういったことをやればそこに住んでいる人の仕事にもなり、収入

にもなりますし、森林は健康に保てます。そういったことをこれから日本も考えていく必

要があると思います。 

 もう大分時間がなくなりましたが、最後に申し上げておきたいのは、イノベーションの

支援と人材育成・獲得への投資のところであります。人を教育するとなるとすぐ教育機関

の問題になって教育審議会で議論され、教育界のバッシングになりますけれども、私の考

えでは人材の教育は家庭、教育機関、企業、社会、自治体、国家すべての共同責任だと思

います。かつて文部科学大臣に、「そういう教育審議会とかをやめて人材育成審議会という

のをお考えになったらどうですか」と申し上げました。その中で分科会として教育をどう

するかとか、コミュニティーでの教育分担をどうするかとかお考えになるのは良いのです

が、そういう縦割りの細切れでの考え方ではほんとうの人材育成はできないと私自身は思

います。 

 それともう一つは、日本人の持っている知識、技能にはすばらしいものがありますが、

それを世界できちっと発揮をしようとすると英語力が必須であります。日本ほど英語教育

をないがしろにしている国はないと思います。特に今、周辺の国は中国も共産党の幹部の

子弟が行くような国はもう１年から全部英語教育をやっております。そういった状況の中

で小学校５年から週１回ぐらいお始めになるということでありますけれども、それではと

ても間に合いません。英語教育をきちっと小学校低学年からやらないと。１５年、２０年

後に中国の子供が皆、英語をしゃべり、日本の子供は英語をしゃべれないということにな

りますと留学もしにくい、すべての面でハンディになりますのでぜひそれをお考えいただ

きたい。できれば中国語を第２外国語として選択できるぐらいのことをお考えにならない

と。日曜日の「新報道２００１」のマネーコンパスというコーナーで中国の観光客のこと

を特集しておりましたけれども、ああいうときだってやはり日本人がちゃんと中国語をし

ゃべりながら迎えることができれば随分違うと思います。やっぱり中国の人口は１３億人

で、日本は１億２,７００万人ですから、迎えるためにはやはり迎える準備をしなければい

けない。中国は来てやるとか行ってやると言える国でありますが、日本は来ていただかな

ければいけない国でありますから、やはりそこにはおのずから応対の、接待の仕方も変わ

ってくると考えざるを得ません。それは何も卑下するということでは全くありません。 

 最後のページです。これまで自分の会社の反省も含めてでありますが、日本人は問題の
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分析は大変得意であります。解決策の提案も大変得意であります。一番下手なのはそのイ

ンプリメンテーション、実行であります。なぜ実行がされないのかということを私なりに

考えてみて、この４つの問題点を挙げさせていただきました。 

 政治の立場でいけば縦割りの行政というものがやっぱりあります。私も経済同友会の副

代表幹事としていろいろな提案をしましたが、すべては省庁の縦割り問題にぶつかってそ

こではね返されます。今度、行政刷新会議、あるいは国家戦略室、あるいは閣僚委員会を

おつくりになりましたので、これがきちんと機能すればその問題は大きく改善されるとい

うことを期待しております。そして何よりも大事なのは執行責任者のコミットメントであ

ります。コミットメントというのはやり遂げると同時に結果責任をとるという覚悟であり

ますが、これがどうも今までなかったわけでありますので、それをまずやらないといけな

い。 

 それからもう一つは、ベンチマーキング手法というのをいろいろお取り入れになること

をぜひお勧めしたいと思います。さまざまな課題に企業、自治体、ＮＰＯその他の組織で

取り組んで成功している例はいっぱいあるわけです。何か公費を使って見学には行かれる

けれども、帰っても何もしないというのがほとんどありますが、なぜそれをやらないかと

いうのはやっぱりやっているところにはそのノウハウ、見ただけでわからないノウハウ、

あるいはそれをばかみたいになって進めたチャンピオンがいるんですよね。だからそうい

うノウハウあるいはそういう伝道師みたいな人を育てることによって、ぜひやりたいと手

挙げをするところには伝え、実際にできたらそれにインセンティブを与えるということも

必要でありましょうし、パブリックサービスについては国家間のベンチマーキングという

ものを考えていく必要はあると思います。 

 それから実行プランでありますけれども、ここには時間軸がないと必ず利害関係者は反

対をするわけです。今こんなこと言われてやられたら絶対困ると。いや、これから５年か

けてやります。あるいはものによっては１０年かけてこういうステップでやります。だか

らその間にどうやってその新しい環境の中で自分たちが生き残っていくかを考えてくださ

い。あるいは転換をするかを考えてください。そういう時間軸を明確にしていないと反対

のための反対をされます。衆議院議員の任期は４年という限界はあるにしても、やはりそ

ういうことを一度ぜひ勇気ある判断をしていただいて提示をしていただくということも、

ものによっては必要ではないかなと思います。 

 最後は、説明責任でありますが、ここに書いておることをぜひ実行していただきたいと
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いうことであります。ちょうど時間になりましたので、これで私の第１回目の発言は終了

させていただきます。どうもありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして御立座長代理のお話をお聞きした上で、残りの時間をＱ＆Ａ

という形で進めさせていただきたいと思います。 

 じゃあ、御立さんよろしくお願いします。 

【御立座長代理】  ありがとうございます。座長から、非常に刺激的な、ご自身の思い

がこめられたお話を頂きました。私からも、若干自分の思いも踏まえて最初に少しだけ余

談を許していただきますと、神戸で高校生だったころに陸上競技をやっていまして、当時

駅伝に一生懸命になった時期がありました。私は短距離の選手だったので、どちらかとい

うと応援側だったのですが。この駅伝、日本でできた長距離のリレーだと思っていらっし

ゃる方が多いですが、実は、駅伝という言葉自体は大宝律令に書いてあるのです。駅をつ

くれと初めて大宝律令に書いてあって、それは、当然中国から持ってきた、「駅」と「伝」

というシステムであります。どういうことかといいますと、これは日本でも当時、大宝律

令以降につくられたそうですが、幅２０メートル以上の広い平らな道を、しかもまっすぐ

に、必要なところにまず引きます。五畿七道というのは、まっすぐな道を最初につくった

のだそうです。当然それをつくるに当たりましては、それをつくる土木技術やお金が必要

ですし、実行する部隊をつくらなければいけません。ここまではハードなのですけれども、

その後にソフトを乗せるのです。百何キロに１つずつ駅というのをつくるのですね。駅と

いうのはご承知のとおり馬へんでございまして、早馬を飛ばしていくと馬がつぶれるあた

りに駅をつくって、そこで人と馬を交代で入れかえることができるようにする。これは人

と物と情報をどれだけ隅々まで的確に早く伝えるようにするかという、システムづくりそ

のものです。以前は、これを最初につくったのは秦の始皇帝だということになっていまし

た。ところが、最近の研究では、ヘロドトスの『歴史』という書物に、アケメネス朝ペル

シャで、あまりにも帝国が大きくなったので、まず、この駅を設けた公道を建設したとい

う話が記されているということです。この制度、ヨーロッパでアレクサンダー大王がまね

して、ローマ帝国も実施しました。今でもアッピア街道など、その当時つくった道と駅が

残っています。それがルネサンスのときにミラノのほうで、もう一度近代国家をつくって

いくためには、この駅と伝が重要ということが再認識されました。情報をきちんとしたイ

ンフラに乗せてどうやりとりするか、人と物と情報を効果的にやりとりすれば強くなるの

だということです。隠れた話ではありますが、イタリア・ルネサンスが成功した理由のひ
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とつでもあろうかと思っています。 

 今回、私は座長代理という名前をちょうだいしましたけれども、一委員として日本のイ

ンフラ・ルネサンスをするために格好の機会をいただいていると思います。特にこれから

の成長のためにはインフラが大事だと。国土交通省というわけですから、英語の名称だと

ランド、インフラストラクチャーでトランスポーテーションとツーリズムが入っていると

いうことで、まさにインフラをつくった上に、そこにそれだけではなくてソフトをどう乗

せて、実体経済の成長を果たすかという、そういう意味で非常に大事なものだと受けとめ

ております。ですので、今日のお話、そういう課題認識でもって始めたいと思っておりま

す。 

 お手元の資料５をごらんいただけますでしょうか。大変恐縮なのですが、Ａ４２枚の縦

書きのものとそれ以降の参考資料、横書きのパワーポイントのものですが、これをちょっ

と取り分けていただきまして両方ご参照いただきながらお聞きいただけましたら幸いです。 

 私自身、今回全体のうち幾つかのところに参加させていただきながら、また必要に応じ

て全体を見させていただくということなのですけれども、個人的には大学卒業後、日本航

空という会社に入りまして１４年半ほど勤務しました。今の商売のほうがもう１５年やっ

ていて長いのですが、日本航空時代は現場を結構回りました。大阪の空港で車いすを押し

たり荷物をおろしたり、空席待ちなどのカウンター業務とか。それから機上でアシスタン

トパーサーも経験し、肉焼きをやったこともあります。パイロットの皆さんの組合対応を

やったこともあります。そういう思いが一番強いのが航空でありますので、今日は航空の

論点について論点出しをさせていただきたいと思っております。さまざまな観点をお持ち

の方々とご一緒させていただくこの種の会議体で最初にやらせていただくのが、基本スタ

ンスと大事な視点を確認することです。そこをＡ４縦の資料をご参照いただいて、まず確

認していきたいと思います。 

 １つにはやはりユーザーの視点ですね。この種のものは、どうしてもサプライヤーのロ

ジック、それから規制側のロジックになりがちですが、特に航空を考えていく上では、ど

うしたら鉄道を含めた交通ネットワーク全体での利便性が一番よくなるかという視点が重

要で、航空の議論だけをしてもあまり意味がないのではないかと思っております。それか

ら今、世界中で出てきている現象ですが、ユーザーとしてはやはり低価格のものが手に入

るようにしてほしいという、非常に強い意向があります。当然ユーザーは一枚岩ではなく

て、たとえばカジュアル衣料では、ジーユーで８８０円とか９００円のジーンズを買う人
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もいれば、ユニクロでもう少し価格と価値のバランスのとれたジーンズを買いたいという

人もいます。選択の自由は必ず必要なのですが、少なくとも、ものすごく低価格のものが、

今は日本の消費者の手に届いていないという事実があります。この点は後ほどお話しした

いと思います。それから、既存企業の方々がやっていらっしゃるものについて、それがあ

ることによってより一層価格と価値のバランスがとれたものになるように、ユーザー視点

からは考えていきたい。さらに、世界標準の安全レベルというのは、交通インフラである

限りは避けて通れないものであります。世界標準とあえて申し上げましたのは、これまで

ややもすると航空会社側も規制側も後から言質をとられないようにするために、次のよう

なことが行われてきたからです。例えば航空機メーカーがこういう整備をしなさいという

ルールを実施するときに、「マスト」、すなわち「絶対やりなさい」というのと、「リコメン

ド」、すなわち、「推奨するが、その上でやってもやらなくてもいいよ」というのもありま

す。それが、基本的には何かあったときに備えてすべて最後のところまでやるということ

になり、知らないうちにコストがものすごくかかるという仕組みになっております。この

あたりもできれば議論の俎上にのせたいと思っております。 

 次に、今回、成長戦略会議でありますので、航空業界とか空港、あるいはほかも含めて、

その業界だけではなくて、一番大きいメリットの享受者は、ユーザーのみならず、全体と

して日本の社会、日本の経済であるべきだと思っております。こういう観点から、業界外

のメリットを中心に考えてはいかがか、という論点があります。先ほどの長谷川さんのお

話にもありましたし、最初の大臣からのお話にもありましたが、やはりアジアの成長イコ

ール日本の成長というふうに大きくかじを切らざるを得ないと。その中で例えば観光につ

いては、観光を伸ばしていくのは観光業が潤うだけではなくて、滞留人口が増えていくと

いうことで、例えば海外から人が入っていることで、人口の問題にある程度ポジティブな

影響を与えることができると。これは明白でありますので、例えばこういうメリットを考

えてはいかがかと思います。当然裏側にはコストの話があります。インフラを守り育てて

いく中で、どこに使うのが一番費用対効果が高いのかということで、空港の拡張維持管理

にかかわる国民負担のあり方というのは、その攻めの話をした後には必ずついて回る話と

して議論せざるを得ません。 

 それからもう一つ、これは忘れられがちなのですけれども、少なくとも近未来で読める

ことについてはできるだけどんな絵になるかということは考えておいたほうがいいのでは

ないかと思います。例えば、現政権になってから東アジア共同体の議論がいろいろな形で
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行われています。おそらく政治のシステムや国のシステムが違う中で、一挙にＥＵのよう

なものに行くことはないだろうというのは皆さんお考えのとおりだと思います。が、例え

ば東アジアの中でＦＴＡがきちんと結ばれて、その中で域内の航空については完全に自由

にしようじゃないかという議論や、国籍条項というのはあまりないのではないかというよ

うな議論が出てきても、少なくとも不思議ではないと思われます。仮にそういった状況を

想像すると、今の基本的には国籍を守ってソブリンライトといわれる国の権益の中で航空

交渉が行われるというのは、少なくとも東アジアではなくなる可能性がある程度あるとい

うことになります。それを想定すると出てくる答えは違うのかもしれないということは、

少なくとも考えておくべきだと思います。 

 それからお手元の参考資料の１ページにありますように、技術進歩というのが実はこの

業界でもございます。1 ページの図は何かというと、縦軸が飛行機の単位当たりコスト、

具体的には１席飛ばすのにどれぐらいかかるのかとお考えください。横軸は、１便飛ばす

のにどれくらいかかるか、を示しています。過去はできるだけ大きい飛行機を飛ばせば１

席当たりのコストが低いという、左上から右下のラインがずっと引かれていました。とこ

ろが、７８７とかＡ３５０の時代になってきますと、実質的には１席当たりのコストも低

いし、それから便当たりのコストも低いという構造になります。そういう変化がもうすぐ

そこまでやってきております。 

 これがどういうことを意味しているかというと、例えばシンガポールなど国際線ハブと

して機能しているところはものすごく恐れております。国際線ハブとしての生き方という

のは、よその国からよその国へ行く路線を自分のところでつなぐことによって成り立ちま

すので、だんだん成り立たなくなるのではないかということです。前述のような 1席当た

りのコストも便当たりのコストも低い飛行機を使った直行便が増えて、シンガポールパッ

シングが起こったときにどう生きていくかということを、四、五年前からものすごく真剣

に考えています。翻って考えると、例えば日本の名古屋や大阪は、今、大変需要の面では

苦労しております。これは、今の航空機で飛ばしている限りは、正直申し上げて飛ばす割

が合わない路線が多いからなのですけれども。席当たりと便当たり、両方コストが低い飛

行機が出てきますと、例えば集積の非常に高い名古屋とか関西ぐらいであれば、海外の主

要都市から直行便を普通に飛ばしてもペイするような時代が来るということも十分考えら

れるわけです。今の状況で難しいからといってあまり性急な議論をしてもしょうがないな

と、気をつけておいたほうがいいかなということでございます。 
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 それから、先ほど航空は鉄道と無関係ではないと申し上げましたが、新幹線延伸、これ

もどこまで行くかは今、議論の俎上ではありますが、少なくとも見込まれているものの影

響は実は航空ネットワーク、国内航空ネットワークについては甚大であります。私どもが

試算したところでは、小松、函館、熊本、鹿児島、三沢、秋田、このあたりは今、飛んで

いる路線が２割ぐらい減っても全く不思議ではないくらいのインパクトが見込まれます。

新幹線の競争力が強くなるので、少なくとも今のコスト構造と今の飛行機では、航空会社

は同じ便数、同じ大きさの飛行機で維持するのは無理だというのが目に見えております。

この場合、無理やり航空業界を守ってもしょうがないわけで、新幹線がうまく使われるこ

とを考えた上で航空はどういう位置づけにしていくか。例えば、もう少し小さい飛行機で

飛ばして頻度を上げたほうがいいじゃないかとかですね。そういう議論をしていくことが

大事なのではないかと思っております。 

 最後に視点につきましては、もう既に座長がおっしゃっておられましたけれども、やは

り達成目標ははっきりさせて、そこから短期、中期、長期のそれぞれについて、いつまで

に何を、だれが責任を持ってやるのかという、いわゆる工程表の考え方を、限られた時間

ではありますが、できれば皆さんとご一緒に取り込んでいければ意味のある議論ができる

のではないかというのが、私の申し上げたいまず第１点でございます。 

 さて、それを考えていく上で日本の航空業界というのは結構特徴的なものがございまし

て、これが２番目でございます。お手元の資料、横長のほうの２ページをごらんいただけ

ますでしょうか。これはメーカーでいうと生産量と考えていただければいいと思います。

どれぐらいの座席をどれぐらいの距離飛ばしているかという、座席と距離をかけた「座席

キロ」という指標で、世界の大手航空会社のランキングを上から順番に並べたものでござ

います。ご覧いただきますと、１０番目に日本航空、１８番目に全日空という形でトップ

２０ぐらいに入っているのですが、一番特徴的なのは飛ばしている座席に対する利用率で

す。飛行機１００席あって飛んでいったとしてどれぐらいお客さんが乗っているか、とい

うのが「座席利用率」というものです。これが、ほかのグローバルに大きい企業は各社８

０％台が大部分です。サウスウエストというローコストキャリアで有名な会社だけが、コ

ストが非常に低いため若干低くてもやっていけるということで７２％なのですが、日本航

空も全日空も２００７年をとって見ると少なくとも６０％台で、世界の大手の中で非常識

なぐらい利用率が低いのです。これは航空会社からすると苦しんでおられるという状況で

あります。 
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 この背景について、3 ページをごらんいただきたいのですが、これは大型機による提供

座席数で、世界各国の航空会社が今提供しているものが左側の棒グラフ、確定発注済みの

飛行機を入れたものが右側の棒グラフです。このデータに含まれている飛行機は、「大型

機」といわれる大型と一部中型も入っていますが、具体的には注に書いてある機種です。

まず左側の 2007 年末現在、日本航空の提供座席数が世界で１番、全日空が３位であります。

これは何を言っているかというと、「座席キロ」で１０位と１８位の企業が大型機について

は１番と３番なのです。これも別に日本の航空会社がばかなのではなくて、日本の航空の

特殊性によります。つまり、首都圏という一番大事なところの空港の容量が足りないとい

うところから来ております。当然のことでございますが企業でありますので、空港容量が

足りないときに枠はあまりもらえない、そうすると１回もらった枠をできるだけたくさん

使いたい、それで相当無理をしても大型機を飛ばすということをしてこざるを得なかった。

これが日本の航空の非常に特殊なところであります。星野さんなんかがきっと後でおっし

ゃると思いますけれども、これに加えて、休日がすごく集中するとかオフピークの差が大

きいという日本の我々の国民特性のような事情もあります。これも絡まって実際には、相

当無理をして大きい便を飛ばすということになります。国内線のみならず、国際線もやは

り成田発着の需要の割合が非常に大きいのに、成田・羽田の空港制約があるので、大型機

偏重型でやってこざるを得なかったというのがかなり特徴的であります。これがまず１つ

目です。 

 ２つ目の特徴は、ＬＣＣ（ローコストキャリア）、すなわち非常にコストが安くて当然運

賃も安い航空会社が、日本には実質的に存在しない、また、日本に乗り入れているＬＣＣ

も非常に限られているという特殊性です。お手元の資料の５ページをごらんいただけます

でしょうか。これはアメリカの例なのですが、左側のユニットあたりのコストを見ますと、

先ほどのサウスウエストなどのローコストキャリアは、アメリカの大手キャリアに比べて

二、三割明確にコストが低いです。これは必ずしも人件費だけではないのです。大手キャ

リアもチャプター１１で１回みずからのあり方を変えて人件費をかなり下げているのです

が、それでも二、三割低いのです。当然のことながら、右側にあるように、全体の中でだ

んだんＬＣＣのシェアが上がってきまして、今は２割を超えるところまで来ています。こ

ういう形の中で、同じ資料の６ページにありますように、中身は割愛しますが、大手キャ

リア、大手航空会社と言われているようなところはもう国内は相当厳しくなっているので、

まだまだもうかりそうな国際線、なかんずくアジアに自分たちは資源を集中させるという
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方針を打ち出しています。もうそうせざるを得ないと、かなり割り切ったことを少なくと

も表では言い始めているというくらい、ローコストキャリアが伸びてきているというのが

世界の航空業界の趨勢であります。同じことがヨーロッパでも起こっておりまして、これ

は７ページに示してございます。 

 この消費者にとって非常にメリットがあるローコストキャリア、これは観光にも大きな

影響を与えております。例えば為替の影響ももちろんあるのですが、オーストラリアから

関空、今は成田もですけれども、ローコストキャリアのジェットスターというのが飛んで

くるようになりました。この結果、オーストラリア発の日本向け観光客は４割増えたと言

われております。当然、為替の影響もあるのですけれども、やはり今まで行かなかった人

が、そんなに安いんだったら行こうじゃないかということがある。ほかの市場の状況を見

ましても１割から２割需要が増えるのは、やはり価格感受性という要因があるのですね。 

 例えば私どもの会社、実は外資ではなくてパートナー全部で持ち分を持っていますので、

日本人もそのうち１割近くいるのですけれども、世界中どこでも社員旅行というのをやる

のです。ヨーロッパの連中の社員旅行は、最近はこのローコストキャリアを使って国外に

行ったほうが、国内でチャーターバスで行くよりも安いということで、みんな使うように

なりました。どれぐらい安いかというと、ドイツの人がギリシャに行くのに航空運賃が片

道３,０００円なのです。往復こういう便を利用するというのが社員旅行に十分使える形に

なっております。これは旅行だけではなくて、今まで例えば遠くにいた家族に会おうじゃ

ないかとか。極端なことを言えば、日本だとマルチハビテーション、２地点に家を持って

田舎と都会の両方に住もうじゃないかということを進めるにも、やはり一番大きいボトル

ネックは運輸コストです。ここのところを下げるのは、必ずしも高速道路の問題だけでは

なくて、やはり航空インフラが非常に安いものが手に入るということが大きいのではない

かと思っております。 

 また、これが起こることによって、既存の航空会社にもいい意味での健全な構造改革プ

レッシャーがかかるというのが非常によく知られていることでございます。先ほどお話し

しましたジェットスターは、実はカンタス航空の子会社です。カンタス航空もご多分に漏

れず過去のレガシーの債務あるいは組合との間で長年の間につくってしまったいろいろな

しがらみがあってコストが下がらなかったのを、この格安航空会社を全く別に、本社もシ

ドニーではなくてメルボルンにつくって、お互いに競争させるようにしたおかげで、実際

は組合側からも譲歩の兆しが出てまいりまして、本体のコストも下がるに至っているとい
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うことがあります。 

 したがいまして、やはり何らかの形でこのローコストキャリアをつくっていくというの

はいろいろな意味で日本にとってプラスになるのではないかと。それが、業界外にとって

の成長のインフラになり得るのではないかと思っております。 

 さて、お手元の資料の８ページ、もう一つの特徴が、国内線と国際線をつなぐハブの欠

如でございます。これは前原大臣が既に再三おっしゃっていることではありますけれども、

ちょっとデータで見てまいりました。縦軸が発着回数、横軸が利用旅客数です。いろいろ

海外のハブ脅威論というのが出ているのですが、例えばソウルのキンポ、インチョン、こ

れらより成田のほうが実は利用旅客数が多いのです。シンガポールもあまり成田と変わら

ないのですね。さらに羽田は相当上にありまして、この羽田と成田をきちんと両方を使い

切るということができたら、今の段階でも発着回数、これ発着枠と同じだと考えていただ

いて結構ですが、それから利用旅客数、どちらをとっても例えばソウルのインチョンとキ

ンポを足したもの、あるいはシンガポールのチャンギ等と、比べものにならないぐらいの

実は相当強いインフラがあるのです。それがそういうインフラがあるにしてもなぜいろい

ろな不満がたまるのかというと、国際線と国内線のすみ分け論がありまして、どうしても

国際線で飛んできてもわざわざ羽田に行かなければいけない。あるいは国内から旅行する

ときも羽田に来てからまた成田に移動しなければいけないということで、有機的に一体的

に使い切ることができておらず、この既につくられた貴重なインフラが使い切れていない

というところが最大の問題であります。あまり悲観する必要はなく、実は相当なものがあ

る程度あるのです。後背需要も相当あります。こんな恵まれた国はないわけでして、シン

ガポール、韓国はやはり後背地、自分の国からの需要が非常に少ないので非常に苦労して

いるというふうに見たほうがいいわけです。日本の需要がまだまだあり、日本に来たいと

いう人が相当ある中で、どううまくインフラを活用するかという方向に視点を移していっ

たほうがいいのではないかなというのが、論点のもう１つでございます。 

 今まで申し上げましたことを、私のほうからこれから議論していきたいとご提示申し上

げて、皆さんのご意見・ご批判を賜りたいと思っている論点に並べかえしてみると、縦長

のほうの資料の２枚目のようになります。 

 まずはローコストキャリアの議論。消費者の選択肢の拡大。それからローコストキャリ

アはやはり時間効用に応じて「安かろう、遠かろう」でいいとおっしゃるユーザーは結構

いるというのが海外の事例でありまして、いろいろな都市の中に第２空港、第３空港があ

 -21-



るような場合に、そこをいろいろな公租公課を安くしてあげて、そのかわり非常に使い勝

手のいいターミナルなんかも整備していく。例えばボーディング・ブリッジというのは、

実はコストがかかるのです。１回動かすと何万円とかかるのです。したがってローコスト

キャリアは、あれは要らないと言う。とにかく手で押していって階段上っていく昔のスタ

イルのほうが安いから、そんなものはつくらないような使いやすいターミナルをつくって

くれというのが、ローコストキャリアの考え方です。それを使った上で、実際にはパイロ

ットの人が荷物を積み込んだり、スチュワーデスの皆さんが機内の清掃をするというよう

なことまでやってコストを下げているわけでして、そういうキャリアが来やすいような形

をどうやってつくっていくのかということでございます。 

 こう言いますと、すごく安かろう、悪かろうだと誤解されますが、横長の資料９ページ、

もしお時間がありましたらごらんいただきたいのですが、先ほどのカンタス系列のジェッ

トスターなどは、安全基準はカンタスと実は同じものを使っておりますし、クラスでいっ

ても少しお金払ってもいいという顧客向けには、長距離路線などは乗りやすい席の広いも

のを実は持っています。国籍条項を超えて東南アジア各国にジョイントベンチャー、合弁

会社をつくって複数の国で展開するという、ものすごくイノバティブなモデルをつくった

エアアジアＸというアジアのローコストキャリアなんかも同様に、実際は、少しお金を払

えばいいサービスを提供するということもしています。これは、安かろう、悪かろうでは

なくて、先ほどユニクロと同社の一番安いブランド、ジーユーのジーンズという例をあげ

ましたけれども、その両方を組み合わせたようなところまでつくってくるように、もうロ

ーコストキャリアはできてきています。こういうものの選択肢を消費者に提供するのが相

当大事なことではないかと思います。 

 国際線、国内線両方の議論があるのですけれども、特に国際線においては、日本発の需

要については、例えば、これはほんとうに個人的な議論でございますけれども、関空や中

部のような今のままだと便数がややビジネス需要なんかでは使いにくいところに、何らか

の優遇策とか支援策をしてローコストキャリアがもっと入ってきやすいようにする。それ

から首都圏でいいますと、いろいろ空域の問題もありますし外交交渉も必要なのですが、

私は個人的には横田がもし返還されてローコストキャリアのターミナルとして使えるよう

になると、首都圏では、あそこまで行っても安いんだったらいいよという方は幾らでもい

るはずだと思いす。また、今の段階では難しいのですが、発着枠が順調に拡大するという

前提にたって中長期の話ができれば、成田にも少しそういうことを考えてもいいのかもし
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れないと思います。あくまで時間効用と価格のトレードオフという当たり前の選択を消費

者ができるようにするということであります。 

 それから、何よりもアジアから観光客がもっと来る、あるいはビジネス客がもっと来る

ようにするというのは我々にとっても非常に大事なことであります。現在、やはりアジア

発の需要を見ていますと、札幌とか沖縄、それから温泉を含めたメリットということで九

州が注目されています。我々の仲間が海外の政府観光局などのお手伝いをしているのを聞

きますと、やはり日本で一番魅力的なのは、例えばこの３地点だというようなことを言っ

ています。こういう地域の空港に対して、ローコストキャリアが飛びやすくするような施

策をいろいろ議論していくことはあり得るのではないかと思います。 

 先ほど申し上げましたように、例えばターミナル、着陸料等、公租公課の優遇を検討す

る。あるいは場合によっては、何も既存の海外の企業だけではなくて、日本企業の中でや

る気のある企業がやりたいというのであれば、コスト構造を変えるという意味でアジア企

業とジョイントベンチャーをつくるというようなことも考えてもらってもいいのではない

かと思います。 

 例えば全日空さんは、そういうことも検討すると今までにもおっしゃっておられますし、

あるいは日本航空も私がいたときに若干担当しましたけれども、タイ国人のキャビンアテ

ンダントを使って海外のパイロットを使う、ローコストの器だけはつくりました。実際は

それが伸びてはいるのですけれども、コスト構造は今の日本航空の構造とごっちゃになっ

てしまって完全にローコストキャリアになりませんでした。そういう芽はほんとうはあり

ますし、考えておられる企業さんもいらっしゃいますので、そういうものをもっと促進す

るような施策と、場合によっては国籍条項を緩めてジョイントベンチャーなんかをつくり

やすくするということも、こういうことに限っていえばあるのではないかと思っておりま

す。 

 それから国内のローコストキャリア、これは非常に難しくて、今までは新規参入の航空

会社は基本的には大手のコピーでして、とにかく羽田の権益をもらいます。羽田発の路線

がないと成り立たないということで、どうしても羽田中心にものを組み立てる。これは結

果的にはローコストキャリアになっていないのです。皆さんすごく苦労しておられて、少

数の便数、飛行機で終わる。少数のままで終わりますと、例えば飛行機というのは当然整

備したりしますので、２機しか持たない航空会社も１００機持っている航空会社も整備は

同じようにします。２機のうち１機が整備で延びちゃうと大変なことになってしまいます。
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そのときに、ルールですから１機予備機を持ちなさいということになると、これは経営が

成り立たないので、必ず規模が必要です。意味のあるローコストキャリアというのは、必

ず一定以上の規模にやはり達しております。さらに、ある程度規模がないと定時性とか安

全性も担保しにくいということも正直言ってあります。そういう形の規模のあるローコス

トキャリアを新たなモデルでつくれるかどうか。これは、政府が考えてつくれというより

は、どうやってインフラを整えて、そういう意欲のある企業が入ってきやすいやり方をつ

くってあげるかという規制緩和のほうになるのだと個人的には思っております。そういう

議論もしていくべきではないかというのが、ローコストキャリアの論点でございます。 

 それから２つ目は、やはり首都圏の空港容量の拡充と内際ハブの構築という問題です。

先ほど申し上げましたように日本の航空が非常に特殊なのは、やはり羽田・成田の枠が少

ないという特殊なところから自然にできてきたという部分が正直言って大きいわけでござ

います。今回の羽田の発着枠の拡大、第１弾、第２弾と計画されているということでもあ

りますし、これを千載一遇のチャンスととらえてどう活用していくか。やはり成田・羽田

トータルで見ればなかなかのものです。例えば国際線については、ビジネス旅客比率の大

きい路線は時間価値に対してプレミアムを支払うという顧客はいるわけですので、少し羽

田発着を実現できるようにうまく整えてあげる。 

 公租公課につきましても海外の事例を見ていますと、かなり利用者が支払っている空港

利用料が高い国もございます。これも例えば羽田でビジネス路線であれば、利用者として

は一定程度高い利用料を払ってもいいという方が必ずいらっしゃるはずであります。その

あたりの知恵も使いながら、羽田発着ビジネス路線を、必ずしも今までの距離論にとらわ

れずに、ロンドン、パリ、フランクフルトあるいはニューヨーク、シカゴ、アジアでもシ

ンガポールとかバンコクといった主要路線、この辺に拡充していくことを考える。当然こ

れは難しい問題があることは承知しておりまして、東京都の上空通過の問題でありますと

か空域調整の問題だとか非常に難しい問題があるのは間違いないです。ですが、多分これ

は大きな方向性として政治主導で打ち出していかないと、そこの問題は解決しないと思っ

ておりますので、そういう難しい問題はありつつも何らかの形で方向性を出していくとい

う形にすべきではないかと思っております。 

 それから、羽田は既に国内の相当の路線網が拡充されております。さらなる拡充を希望

する自治体が多いのは承知しておりますけれども、正直言って経済合理性のあるところは

相当程度もうできていると私は個人的には思っております。それを増やしていくよりは、
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やはり先ほどの国際線と今あるネットワークをきちんとつなぐ、羽田のハブ化を推進して

いくべきだと思います。そうはいっても成田にも相当数の航空会社が来ております。ただ

成田はやはり今まで枠のない中で国内線の発着枠に限りがありました。例えば大型機では

なくて小型機で、あるいは先ほど言いましたローコストで国内あちこちに飛ばすというモ

デルがつくりやすい空港だったかというとそうではありません。今までの既存航空会社は

国内ネットワークをつくろうとしては、どうももうからないのでやめざるを得ないという

ことを繰り返しております。何らかの形で成田をうまく活用して、内際ハブを羽田・成田

合わせて考える場合には、もちろん鉄道を使って成田・羽田を近くするという議論はあり

ますけれども、やはり基本は羽田－羽田、成田－成田で一定程度の内際ハブ、国内と国際

のハブというのができるように少し国内線のネットワークを成田発で充実させるようなこ

とも考えていくべきではないかと思う次第であります。 

 もちろん今回の発着枠拡大、それから成田で周辺自治体にもある程度ご理解いただいて

３０万回という議論にようやく少し機運ができてきたのだと思っておりますけれども、こ

れだけではなくて空域、環境問題等、実際には物理的制約を超えたところでかなり発着枠

というのは縛られてきているという事情はあります。それから、羽田も成田も何らかの形

で積極的な追加投資を、少なくとも首都圏については、し続けていかないと、都市の集約

化に資するレベルには早晩足りなくなるだろうというのが議論されるところであります。

この辺の仕組みをトータルで今後とも中期的に、首都圏については空港容量をきちんと拡

大し、それをうまく使いながら成田・羽田両方考えながら、国内線と国際線のハブを考え

ていく。国際・国際のハブというよりもやはりこれは国内と国際のハブというのを重点と

して考える。 

 ハブ論といいますと、ややインチョンとかチャンギの議論で国際－国際の地元発の需要

のあまりない国のハブ論になっておりますので、ここは少し、内際ハブの議論に絞ったほ

うがいいのではないかというのが私のご提言でございます。 

 さて時間になりましたので最後締めたいと思いますけれども、こういう集中化、集約化、

フォーカスという議論をすると残されたところはどうするのだという議論があります。今

までの議論は、集中、フォーカスの議論は結構するのですが、終わってみると、最後にい

や、この議論もしておかなきゃいけないということで、その他の小さいところも全部地方

活性化という名の中で全部何かつけなきゃいけないというのが必ずついてくるという議論

の繰り返しだったことは、皆さんご高承のとおりです。非常に厳しい議論はあろうかと思
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うのですが、やはり日本はいわゆる空港といわれるところプラス自衛隊とか米軍との共用

合わせると既に１００。数え方によっては１００を超える飛行場が国内に既にあります。

この国土の中で既にこれだけのものつくられてあるわけでありまして、この中で首都圏、

それから既に株式会社化されている名古屋や関空、それから国が管理しているところ、国

と地方との共用管理のところ、地方が管理しているところ、あるいは場合によっては民間

だけが見ているところもあるんですけれども。こういうもの全体として、鉄道も組み合わ

せて考えたときに、どこにはどういうお金の使い方で今後も維持発展していただくのかと。

どこについては、例えば収支を明確化しながら、もし地元が創意工夫をしながらうまくや

っていけるのであればやっていってくださればいいという割り切りをするか。我々のよう

なビジネスの言葉で言えばセグメンテーションと言いますけれども、この１００の空港を

きちんとセグメント化して、どこはどういう役割を担っていただいて、その役割に応じて

どういうお金のつけ方をしていくのかという議論はやはり示しておかないと、最終的にす

べてにつけるという議論にまた戻ってしまうのではないかなと思っている次第であります。 

 やや言い過ぎたところがあるかもしれませんけれども、最初に申し上げましたユーザー

視点で、それから、できるだけ外にもメリットを考えて、将来に向けた未来志向で皆さん

とご一緒に議論させていただければと思いまして、私からの論点提示とさせていただきま

す。どうも長時間ありがとうございました。 

【長谷川座長】  御立さんどうもありがとうございました。 

 大臣、お時間よろしゅうございますか。 

【前原大臣】  私はいいです。ぜひ委員の方々で議論していただいて。はい。 

【長谷川座長】  それではこれから残された２０分ぐらいをフリーディスカッションの

セッションにさせていただきたいと思います。委員の皆様それぞれいろいろお話になりた

い思いにあふれておられると思いますので、できるだけ多くのご意見をいただきたいと思

いますから発言は簡潔にお願いいたしたいと思いますし、場合によっては私のほうからレ

ッドフラッグを出すかもしれません。それをご承知の上でどなたからでも結構でございま

すから、どうぞ。 

【委員】  それでは簡潔に申し上げます。まずお２人のプレゼンをお聞きしまして、私

は内容的にほぼ９割、９５％大賛成であります。９５％大賛成という前提で若干の異論を

申し上げます。どうしても異論を言うと５％の異論の部分だけが拡大してしまいます。決

してそうではない。９５％は賛成である。どこが賛成かというと、置いておられる目的等、
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私も全く同じであります。こういう目的を達成しなければいけないという点では全く賛成

です。ただし、この点については、おそらくこれは民主党政権であろうが自民党政権であ

ろうが、おそらくこの今日プレゼンしていただいたことについて麻生さんだって多分賛成

するかもしれない。私はそういうことだと思います。で、大事なことはこれをどうやって

進めていくかということだと思います。そこに民主党政権の役割があると思います。私は、

ここは政権交代というのは千載一遇のチャンスであると、まさに思っております。これま

でなぜそれができなかったかということをぜひ考えていただきたい。 

 例えば羽田のハブ化ということ。これは、私は大賛成であります。１０年来言ってきた

ことでありますけれども、なぜそれができなかったのか。その中の１つの大きな理由とい

うのは、これはよく言われることでありますけれども官僚の皆さんが抵抗してきたという

ことがよく言われます。今、後ろのほうに官僚の皆さんいらっしゃるんですけれども、し

かし官僚だけが抵抗してきたんでしょうか。政治が抵抗してきたんだと私は思っています。

官僚の人たちが勝手にいろいろなことをできるわけがない。これは空港整備特別会計の問

題にしても、そこの裏に政治家の意向というのがあったわけです。せっかく政権交代した

わけであります。まだ族議員ができ上がっていないこの時期になるべく早くこうあるべき

だということを進めていく。そのためにぜひ官僚の皆さんを、言い方悪いんですけれども、

うまく活用してこれを進めていっていただきたいというのが、これがまず１つです。 

 もう一つ。政策であまりにいろいろなことをやろうということを考えないほうがいいと

いうことです。市場の力をもう少し信用しましょうということです。例えば先ほど座長が

おっしゃった英語教育の話、これもう私、全くそのとおりだと思っています。ただし日本

ほど無駄な英語教育に力を尽くしている国は世界で類を見ないぐらいやっているはずなん

です。やり方が間違っている。要するに今後必要なもの、ニーズに対応した教育をやって

いないわけです。これを市場に任せてやればニーズに対応した教育をやるようになるわけ

です。 

 空港の問題も同じです。市場に対応した形で整備をしていけばいいわけですし、市場に

対応した形で航空会社が成長していくというやり方を考えていくということが大事である。

政策としていろいろなことをやろうとしてもなかなかできないわけです。大事なことはそ

ういった優秀な企業が成長し、優秀な個人が成長し、役に立つ英語教育を受けたいと思う

人が教育を受けられるようにする。そういうシステムに変えていくということ。これはど

ういうことかというと、今、邪魔をしている政策をやめるということなんです。それに重
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点を私は置いたほうがいい。新しいことを考えることはもちろん大事だけれども、成長戦

略ということを考えるのであるならば、これまで既得権を持っている人たちが一生懸命足

を引っ張ってきた、その部分を取り外すこと。それによって成長を促していくというやり

方のほうが私は望ましいとそのように考えます。 

 ですので、そういう点から考えますともちろん空港整備特別会計の見直し、これもぜひ

必要ですし、そういうことを考えていく中にあって結局のところ選択の自由、これをどれ

ぐらい求めてそして自己責任をどれぐらい持ってもらうか。空港整備特別会計を見直して

いくということになれば、当然地元の自立ということが同時に重要になってくる。そのと

きにお金をどんどんばらまくという形だけのやり方で地元は自立するか。観光は大事だか

らといって、高速道路の通行料を無料にしたらそれで地元は生き返るでしょうか。地元が

活力を持って自立していくという政策を考えていくべきである。そのために今それを、そ

の足を引っ張っている、伸びていこうとする地元を足を引っ張っている、そういった政策

をやめるということがまずは大事であろう。空港整備特別会計の見直しもそうですし、羽

田と成田の内際分離をやめるというのも、これもその１つであると思います。そういう視

点からぜひ考えていだだきと思っています。以上です。 

【長谷川座長】  要望を聞いていただいて簡潔にお話しいただきましてありがとうござ

います。ではほかの委員の方、どなたかご意見のある方。 

【委員】  ○○先生のお話をうかがっていて考えていることはほぼ同じかもしれないな

と思ったんですけれども、多分先生とはちょっと言い方が違うんだろうと思いますけれど

も。 

 最初に座長のほうからお話があった政策の合成の誤謬という話はやっぱり非常に重要な

ところでございまして、私よくイメージするんですけれども、御立さん、駅伝の話があり

ましたけれども、二人三脚で足が縛られていると。片方だけジャンプすると。そうすると

転んじゃうと。やっぱり両方ジャンプしないとだめで、やはり日本の政策の大きな問題点

はそこにかなりの部分があるような気がいたします。それは確かに昔から認識されたこと

で、麻生政権においても問題とされたことですけれども、やはりこういう政権交代のこう

いう機会において、両方が一緒にジャンプするということぜひきっちりやっていただきた

い。そこは例えば国土交通省関連で言えば御立さんのお話にあった鉄道と航空というとこ

ろが小さな話かもしれませんけれども、あるいは経済全体の仕組みにおいてもあちこちで

見られる気がいたします。 
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 それで御立さんがご指摘になった点で、私は消費者の目線と、ユーザーの視点とこの点

を重視して考えるということがまず一番重要かなと思っております。やはりこの国土交通

の成長戦略といった場合には、航空産業であるとか国土交通関連の産業の成長だけではな

くて、座長がご指摘になったような日本全体の成長をいかに達成していくかということが

やっぱり目的になっているはずで、そうするとそのユーザー、その航空サービスを受ける

人たちがいかにこのサービスをよく享受できるかということが、やっぱり全体の成長に大

きくつながるわけですから、消費者あるいは企業の視点から見て、ユーザーの視点から見

てどういうものが便利か、何が必要かということをやっぱりきっちり線を、ピクチャーを

描いてみるということが決定的に重要な気がいたします。残念ながらそこの視点が今まで

は少し欠けていたかなという気がするわけです。それは皆さん今日のプレゼン聞いていら

してもそう感じた方多かったと思うんですけれども。私自身、御立さんなりのご指摘を踏

まえて、改めてそうだなと。やはり広い意味でのユーザーがいかにこのインフラからメリ

ットを受けるかということがやっぱり決定的に重要で、私は座長のお話でどうやって日本

が成長していくかというときには、やはり多様性だとか異質性の融合というのが非常に重

要だと思っているんです。そういうものがないと、このキャッチアップするターゲットが

あったときはいいんですけれども、なかなかそのターゲットを見つけていくと、目標を新

たに見つけていってイノベーションを起こしていくときには、かなり多様性を確保して異

質なものと融合していくということが決定的に重要で、そういうことを促進するという点

からもやはりこの航空インフラのユーザーからの視点から見た整備、しかもそれが少し中

長期的な視点で見たときの整備というのが決定的に重要じゃないかと思っております。 

 ２点、少しもしご質問の機会があれば教えていただきたいんですけれども、アジア発の

需要というとこが広くご指摘になって非常にそのとおりで、ここの部分はもっといろいろ

中長期的な掘り起こしをいろいろやってもいいんじゃないかと。今は確かに札幌、沖縄、

九州ですけれども、もう少し、隣に星野さんいらっしゃいますけれども、いろいろな観光

産業を考えていくと日本国のあちこちにそういう札幌並みになれるところもいっぱいある

んじゃないかと。そういう視点も少し未来志向になるんですけれども考える余地はないの

かという点と、それからもう一つは、やっぱり電気自動車の例が出てきましたけれども、

インフラというものはある程度その現代はハードだけではなくて、いろいろな技術の標準

だとかそういう意味でのソフトの塊だと思うんです。座長ご指摘になってやっぱりどんど

ん標準が世界全体にとられてしまうという点からすると、航空インフラに関してもいろい
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ろなそこでの技術だとかノウハウだとかそういうものを含めた技術標準を日本がとってい

くと。これは航空産業だけではなくて港湾でもおそらくそうだと思うんですけれども、そ

ういう視点もかなり重要じゃないかと思うんですが、もし何かご意見があればその辺も教

えていただきたい。以上でございます。 

【長谷川座長】  どうもありがとうございました。 

 じゃあ、簡潔に。 

【御立座長代理】  ええ、最後のところだけ。おっしゃるとおりで、もっといろいろあ

ると思います。この手の業界、これは多分港湾もみんなそうなのですけれども、需要が出

てきてからつくるんではなくて需要を先読みして飛行機の手当てをする、港湾をつくると

いう特性があります。もともとどうしても過剰投資をしがちな宿命にありますので、確か

にいろいろあるのですが、これをいろいろあると言い過ぎると、ほとんど可能性のない地

域の空港もそれが今後出てくるから残さなきゃいけないという議論になります。ここは少

しバランスを持った議論をしていければと考えております。 

【長谷川座長】  何か１００年に１回の水害のためのダムの話に近くなってきましたが、

それは別にしまして、何か。 

【委員】  はい、私、観光立国戦略会議にずっと参加させていただいていて主張してき

たことが２点で、その需要の平準化という、日本のサービス産業大きくなる中で需要を平

準化すべきだということと、それからもう一つはＬＣＣだったんですね。御立さんが今日

お話しいただいて、すごく僕の頭の中も今までもやもやっとしていた部分もすごくすっき

りしてきて、すごく強力な味方が増えたというそんな気持ちです。実は私が主張している

その需要の平準化とＬＣＣの問題というのは、今後の会議の中でまたちょっとお時間をい

ただきたいと思っていますし、３０分でなくても１０分程度でも聞いていただければと思

います。 

 今日、時間がない中で少しお話ししておきたいのは、実は中国の北京の周辺に今１８０

カ所のスキー場があります。９５年に私たちがいろいろな調査をし始めたときは０人だっ

たスキーヤーが、今、北京の周辺に大体３００万人になっていると言われています。これ

はデサントさんとかバートンさんとかというウエアをつくっている人たちが売り上げがそ

のくらいの規模に成長してきているわけですね。ウエアだけ着てスキーしないという人い

ないですから。おそらくスキーウエア買った人はスキーしているはずです。実際にスキー

場の経営者と話しても、すごく毎年増えていって非常にブームが盛り上がっているわけで
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す。これはいい、日本の山に必ず来るはずだと。向こうに行っていると雪が少なくて人工

雪で降らしていて山も狭い、低いわけです。いつか必ず日本のアルプスに来るし北海道に

来るし絶対いいと思って、私一生懸命やっていたんですけれども、今年愕然としたのは、

何と日本の旅行代理店さんから中国のスキー場に行きましょうというパンフレットがどん

どん出ているんですよ。飛行機代が安いし、かつスキー場が安い。すごく日本のスキーヤ

ーが意外に北海道に行くよりも北京に行ったほうがいいんじゃないかというぐらいのパン

フレットが出回っているんです。それが起こったのは今年初めてです。ですから私たちイ

ンバウンドでこれから中国のスキーヤーを日本に呼んでこようと。インドのスキーヤーを

日本に呼んでこようと思っていたんですけれども、どうももう既にアジアの中で競争が始

まっているというような感じを私は得ています。やっぱり大事な点というのは、世界の中

では東京は便利なんですね。ですから８００万人のインバウンド観光の中で大半が東京で

観光しています。東京は便利なんですけれども、地方はやっぱり不便なんです、日本は。

まだまだ地方は不便。その地方に対していかにその利便性をとっていくかということは、

実は本保長官、向こうにいらっしゃいますけれども、２０２０年２,０００万人と私たちは

目標を掲げてきたんですが、それを達成するにはぜひ地方に世界の観光客を受け入れられ

るようなインフラとサービスと私たちの実力をつけていかなければいけないと思っていま

す。そういう視点でぜひ今回のシリーズの会議に参加させていただいて、ＬＣＣの議論も

含めて積極的に提言させていただければと思っています。ありがとうございます。 

【長谷川座長】  はい、ありがとうございました。大臣はちなみに２,０００万人は前倒

ししたいとおっしゃっていますから。ほかに。 

【委員】  ちなみにフランスは７,６００万人です。 

【長谷川座長】  ええ。 

【委員】  トップ５は３,０００万人以上ですので、日本ぐらいの国が２,０００万人を

超えるというのは決して夢じゃないと思っています。 

【委員】  多分劇作家が国交省の会議に呼ばれるのは初めてだと思います。前原さんか

らちょっとにぎやかしで呼ばれたんだと思いますので、ちょっと視点の違う話を今日の話

と関連させながら申し上げたいと思います。詳しい話はもちろん自分のプレゼンのときに

お話ししますけれども。 

 航空網あるいは交通網が整備されますと当然観光政策と文化政策とは非常に強くリンク

してまいります。例えばウィーンのオペラ座、ウィーン国立歌劇場、これは毎日違う演目
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をオペラで上映します。私たち舞台の人間からするとあのオペラを毎日違う演目をされた

らもうちょっと正気の沙汰ではないです。これは法律で決められています。なぜかという

と世界中からウィーンにオペラ好きが集まってくるんですが、これ私たちのように同じ劇

場で３週間１カ月とやっていたら１日観光してオペラ見て、次の日はパリやロンドンに行

ってしまうわけですけれども、音楽好きだったら毎日違う最高級の演目を見られるんだっ

たら１週間滞在する。昼間はザルツブルクに行ったりチロルの森に行ったり、ミュンヘン

に行ったり、あるいはおっしゃられるように二、三千円で飛行機も乗れるわけですから日

帰りでどこか観光しに行く。私たちの世界ではナイトカルチャーと呼んでいますけれども、

このナイトカルチャーでどこに泊まるかが、今、ヨーロッパの都市の観光政策の最も重要

なものであり、そして、昔は男性がお財布を握っていましたから歓楽街さえつくっておけ

ばよかったんですけれども、今は世界各国女性がお財布握っていますから、家族で楽しめ

るもの、それから子供の教育にいいもの、それから参加型・体験型のもの。例えば料理教

室とかです。そういったものを夜の観光施策として用意する。これも文化活動に限ります

ね。例えば凱旋門でもコロッセオでもそれ持ってくることできないですけれども。文化政

策に関しては観光と結びつけて幾らでも私たちは努力をすることができる。 

 ご承知のように韓国は観光・文化・スポーツ省ですし、私の記憶ではインドそれからイ

ンドネシアは観光文化省だったと思います。観光政策と文化政策は本来は非常に親和性の

高いものなんですけれども、これは縦割りの象徴で今まで日本ではほとんど戦略的に考え

られてこなかった。それで今日のお話、大変、私、全然こういうこと知らなかったもので

すから参考になったんですけれども、例えばこれ素人考えで言いますと、成田・羽田一体

化してハブ化すると。その中間にはアジア最強の集客施設であるディズニーランドがあり

ホテルがあるわけです。ここで例えばディズニーシーから羽田に、子供たちもお父さんあ

の船乗りたいよというような高速船を出せばです。これは森田知事も浦安市長ももうちょ

っとポジティブに考えていただけるんじゃないか。あるいは千葉市に非常にそういった戦

略を持った文化施設をつくる。ご承知のようにシンガポールあるいは韓国はもうそういう

ことをやっていますよね。インチョンはもうインチョン大橋ができておそらくインチョン

市内に５分とか１０分で行けるような、インチョンはもともとカジノがありますし、あそ

こに大きな劇場、コンサートホールを建てるという計画もあると聞いています。それから

シンガポールはお話にもありましたとおり、実は１０年ほど前から完全に観光文化政策を

転換して、要するにあそこはショッピング天国だったのが、シンガポールドルが高くなっ
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てもう買い物の魅力がないものですから、東南アジアを中心にした華僑の人たちが何度で

もリピーターとして来られるような観光政策に転換しました。そのために東アジア最大の

オペラハウスをつくりコンサートホールをつくり、おそらく今でもそうだと思いますけれ

ども、シンガポール交響楽団、半分ぐらいはヨーロッパから音楽家を招いていると思いま

す。これ要するにヨーロッパに行かなくてもアジアで最も水準の高い音楽をシンガポール

が提供しますよということで集客する。しかもこれはインチョンでもシンガポールでもそ

うです。１泊でも楽しめる。乗り継ぎ客が時間を調整する。コンサートホールあるんだっ

たら１泊しようかと、乗り継ぎの間に。そういったことにも対応できる。これまさに観光

と交通行政とそして文化政策が一体化して進められている事例なんだと思います。 

 この点について、非常に日本はおくれていと思います。ぜひそういったことをこの中で

議論させていただければなと思っております。 

【長谷川座長】  ありがとうございました。 

 ３人手が挙がっちゃいましたので、じゃ１人３分でお願いいたします。もう時間が迫っ

ておりますので、じゃあ順番に。 

【委員】  今日いろいろお話聞いていて、大体考え同じにするような方が多いと思い安

心しました。インフラが重要であるということで、私もそう思いまして、インフラをつく

ってからやる方が効率がいいんですよね。だからインフラをつくることが重要だというこ

とと、その中でも特に情報インフラはその効果が大きいということとインフラの保守をど

うするかという、これをぜひ議論していただきたいと思いました。 

 またイノベーションはこれからも起こしていかないといけないのですが、イノベーショ

ンとは技術プラス制度プラス仕組みでこれをどうつくるかということが重要です。どうし

ても技術偏重になることが多いんですけれども、仕組みとか制度をどうつくるかですよね。 

 さらに国土交通省がやっているようなことは長期にやらないといけない。今日言っても

明日できるようなことがないといったときに、日本人にとって一番うまくいかないのが、

マイルストーンがつくれず長期戦略が下手で、最終ゴールに関してはだれも反対しないが

結局うまくいかなくなってしまうことです。哲学というか、この国をどうしたいのかとか、

どうするんだという何かそこのあたりがぶれているとどうしても最後うまくいかない。ア

メリカは簡単で、最強の国にしたいという哲学があり、ぶれていないので最後は国家安全

保障みたいなもので進むわけですが、日本にはちょっと事情が違いますから。そこをどう

するかということだと思います。 
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 それと１つ皆さんの言っていなかったことですが、外にもっと出ていかないと私は思っ

ていまして、最近地デジで南米に日本の通信方式のテレビを売ることに成功しました。国

土交通省は今までは中を見るということだったんですけれども、国土交通省が持っている

技術はすばらしい技術が多いので、これからは外に出ていってもっと国際的にシステムご

と丸ごと売るとか、そういうことができると思うんです。国際的にどう技術を売るのかと

いうことは、産官学合わせてみんなでやったほうがいいと思います。ただそのとき地デジ

の話で、ちょっとこれ気をつけておいたほうがいいと思うのは、日本の企業、最近ちょっ

と体力弱っていて、南米で日本方式が採用されたのに真っ先に飛んできたのはサムスンと

ＬＧだというのが、ちょっとがっかりというか。やはり日本の会社にも頑張ってもらわな

いと。せっかく日本の標準が世界に行っても、日本の産業界に体力なくなってしまってい

たら、これはもう話にもならないなということで。やっぱり国力どうつけるのかというと

ころは重要な問題だと思います。 

 ３分ということで。 

【長谷川座長】  ありがとうございました。それでは３分。 

【委員】   まずほんとうに１００％近く賛成です。特にやっぱり日本というのはアジ

アの中で一番最初に先進国になりましたので、ほんとうに課題先進国だと思うんですね。

こういうものを解決していく仕組みをこの中でつくっていくこと、それがアジアに展開し

ていく、そういうことをまず考えていくべきじゃないかなと思いました。 

 その上で今の話にもつながりますが、ひとつ国内で結局過当競争の業界ばかり抱えてお

りますので、そこの問題をやはりどう解決していくかということを、ここから議論してい

くのかどうか。そういうものを含めて１点課題提起。 

 それから、量的成長戦略と質的成長戦略の両立という中で観光産業って非常に重要だと

思うんですが、人数はさんざん議論されますけれども、実際どれくらいリピーターが来て

どれぐらい泊まってくれて、どれぐらいのＧＤＰの貢献度合いになるのかと。日本って今、

多分２.３％ぐらいだと思うんですが、これをどれくらいまでほんとうに産業として持って

いくのか。シンガポールだとこれ２５％ぐらいまで持っていっていると思うんです。そう

いうどういう規模を目指していくかということを考えていくことも重要だと思います。ビ

ジョンとしてです。 

 それから３点目として交通ネットワーク全体を最適化していくという中で、今の地球温

暖化の問題ですね。ＣＯ２をどうするということ。ここは避けて通れない議論だと思いま
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すので、その辺の議論と今回の成長戦略とどうやっぱりいい方向で合体させて海外に展開

していくかと。そういうような議論も論点として必要じゃないかなと思いました。以上で

す。 

【委員】  多分委員の中で唯一建築学科出身ということであると思いますけれども。実

を言うと今、観光と航空に話が寄っておったんで、どちらかというとそうでない部分につ

いてちょっとお話をさせていただきますと、建築基準法再改正ということがあるんですけ

れども、我々建築の業界で一番欠けているのは、先ほども言っておられましたユーザーの

視点なんです。要するに再改正するときに建築業界と国交省の問題にするではなくて、そ

の後ろに実はユーザーがいます、実を言うと。これ迷惑をこうむっているのはユーザーで

ありまして、工場を建てるとか何かをするときに早く建てなきゃいけないのに時間とコス

トがかかったり、何かの変更をする、例えば商業施設であれば店舗によって変更したい、

ホテルでも何でもそうなんですけれども、プログラムが変わるということが建物の中にあ

るにもかかわらず、それができないような仕組みになっているということは大変問題であ

ると思います。 

 道路・港湾にいたしましても、もちろん一般の人もいますけれども産業界、いわゆる自

動車業界、薬品業界がどこに工場を持って、どこから輸出したいと思っているかとか、ど

こで部品を調達したいと思っているということを観点にして道路と港湾の行政をやらなき

ゃいけないんですけれども、そうじゃない全く違う視点でそういった施政が行われている

ということが問題であると思うんです。 

 例えば今、海外で工場立地をするときに一番問題になっているのはＦＴＡなんです。国

交省はＦＴＡは自分たちに関係ないと思っているかもしれませんけれども、Ａという製品

をつくるのにＢＣＤＥという国から調達をしたとしたら、自動車部品の物流コストは５％

から１０％ですけれども、ＦＴＡで関税が２５％かかるとこの部品をここからこっちへ持

っていかれなくなるという状態があるわけで、この仕組みも含めてユーザーがどう思って

いるのかということをやっぱり考えなきゃいけないんじゃないかなと思っています。 

 それから、もう１回、今のインフラの結果をもう一度見ていただきたいと思う。私、秋

田の中で再開発のお手伝いをしているんですけれども、秋田は新幹線が引かれてからどん

どん衰退しているんです。例えば私が知っている、あるかばん屋さんがあるんです。県内

に８つかばん屋さんがあるんですけれども、秋田にはルイ・ヴィトンがありませんでした

から、その人は代理店権を持って自分の店の中にコーナーを置いていたんです、ルイ・ヴ
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ィトンの。ところが新幹線が引かれたときに全員仙台に買いに行くようになってそのル

イ・ヴィトンのコーナーは撤去されるということになったわけでありますし、秋田駅前の

映画館はつぶれました、２年ぐらい前に。これは若い人はみんな仙台に遊びに行くんです、

土日、どんどん。どんどんだめになって再開発１つでつぶれているんです。秋田の赤十字

病院なんかもですね。この結果を見てほかの新幹線はどう思うのかということです、青森

でも。これ実際ますます吸い取られるという構図が起きるに違いないんです。皆さん来て

くれると秋田の人は思っていたのは、そうじゃないです。全く逆のことが起きている。結

果はどうかということをもう一度見ていただくと。これもユーザーの問題だと思っていま

す。以上です。 

【長谷川座長】  ありがとうございました。もう時間が参りましたので、それでは最後

に大臣から一言お言葉をいただければと思います。 

【前原大臣】  皆さん、２時間近くにわたりまして熱心な議論をほんとうにありがとう

ございました。長谷川座長さんからおっしゃられた一番初めの言葉が私は一番ずしりと来

ておりまして、要はもうメニューはそろっているということです。もちろん今日のキック

オフで皆さん方よりたくさんのメニューを議論していただいて、それを具体化していくわ

けでありますれども、それをどう実行して、そして政策の中に取り込んでいって、結果と

して日本が成長していくのかということが一番大事なことであって、それをやれなければ

我々は与党や政府にいる価値はないんだろうと思っておりますので、ぜひ皆さん方の議論

というものを１つずつ精査、そして整理していく中で、優先順位をつけてしっかりとこれ

を実行するために頑張っていきたいと思います。 

 今後とも皆さん方の活発なご議論賜りますようお願い申し上げ、御礼のごあいさつとい

たします。ありがとうございました。 

【長谷川座長】  どうもありがとうございました。それでは以上で本日予定いたしてお

りました議事はすべて終了いたしましたので、続きまして事務局から今度の日程などにつ

いて簡潔にご説明お願いいたします。 

【中原政策官】  次回の日程につきましてはこれから調整させていただいて、また事務

局からご連絡いたしますのでよろしくお願いします。 

 今後、今日のように二、三名の先生方からプレゼンテーションを行っていただきたいと

思います。また、資料２にありますように、今後専門的な議論を深める観点から、まこと

に勝手でございますけれども、事務局で委員の皆様に２分野ずつご担当の分野を割り振ら
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せていただいております。今後分野ごとの議論の進め方につきましては、またご相談させ

ていただきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 今後のスケジュールに関しましては、資料３にございますとおり、１月ごろまでに委員

の皆様からのプレゼンテーションを一巡させて、並行して分野ごとの検討を進めることと

したいと思いますのでよろしくお願いします。その上で４月ごろまでの間、分野ごとの議

論を行っていただいた上で５、６月に全体の議論を行って、６月を目途に最終的な骨太の

成長戦略をとりまとめていただきたいと思っておりますので、今後ともよろしくお願いい

たします。以上でございます。 

【長谷川座長】  ありがとうございました。まだ至らないところあるかもしれませんけ

れども、時間が参りましたので以上をもちまして第１回国土交通省成長戦略会議を終了さ

せていただきます。ご多忙の中、熱心なご討議ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


